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表紙

( 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで )

① 事 業 報 告
業 務 の 適 正 を 確 保 す る た め の 体 制 の 整 備
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

② 連 結 計 算 書 類
連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表

③ 計 算 書 類
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

上記の①から③の事項については、法令及び当社定款の規定に基づき、書面
交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりませ
ん。

第７８回定時株主総会
その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）

第７８期
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内部統制システムの基本方針

会社の体制及び方針
⑴　業務の適正を確保するための体制の整備
　業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の基本方針についての取締役会決議の
内容は以下のとおりです。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・当社は、オルガノグループ企業行動指針、コンプライアンス規程を定め、当社の役員及び
従業員にその周知徹底を図る。
・コンプライアンスを推進するため、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス
教育計画の策定、コンプライアンス体制の構築等、全社的な取組みを行う。
・コンプライアンスの実効性を確保するため、内部通報規程を定め、当社の役員及び従業員
が、当社法務部門、監査役または外部の弁護士に対して、組織的または個人的な法令違反
行為等に関する通報または相談を直接行うことができる体制とする。
・当社は、必要に応じて、当社の役員及び従業員に対するコンプライアンス研修を行い、コ
ンプライアンス意識の醸成を図る。
・内部監査部門は、業務執行及びコンプライアンスの活動状況に関して、定期的な監査を実
施する。
・当社グループの財務報告を適正に行うため、財務報告に係る内部統制規程の制定、内部統
制部門の設置など財務報告に係る内部統制の体制を整備、運用し、それを評価する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・当社は、文書等情報管理規程、企業情報管理基本規程等の社内規程に従い、取締役の職務
執行に関連する文書その他の情報を適切に保存・管理する。
・取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの文書その他の情報を閲覧できるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社は、事業活動における各種リスクに対応するため、危機管理基本規程をはじめとする
各種規程を定め、リスク管理体制を整備し運用する。
・経常的取引に係る経済的リスクや財務リスク等、日常の事業活動におけるリスクについて
は、各部門が担当取締役の下で自主的に管理を行う。
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内部統制システムの基本方針

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社は、取締役会（原則毎月１回以上開催）において、重要な業務執行に関する意思決定
及び業務執行状況の監督を行い、業務執行取締役及び役付執行役員で構成される経営会議
（原則毎月２回開催）において、中長期的な戦略等の立案及び重要な経営課題の審議を行
うなど、適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制を確保する。
・当社は、執行役員制度を導入し、取締役の「経営の意思決定及び監督機能」、執行役員の
「業務執行機能」を分け、責任の明確化と意思決定の迅速化を図る。
・事業運営においては、取締役会で承認された中期経営計画、単年度の利益計画に基づいて
全社的な目標を設定し、当社業務執行取締役、執行役員、事業部長等により構成される月
次事業報告会（原則毎月１回開催、四半期に１回は、グループ会社社長等を構成員に含め
たグループ連絡会として開催）において、各部門長に事業の進捗報告を行わせることによ
り、諸計画の適切な実行を確保する。

⑤ 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制

イ 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
当社は、グループ会社管理規程を定め、経営方針・経営計画、人事・機構、経理・財務、監
査、天災・事故、その他重要事項について、グループ会社に報告を義務づける。報告は、グ
ループ連絡会（原則四半期に１回開催）等にて行う。

ロ 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、グループ会社の事業運営、リスク管理体制などについて、当社各担当取締役、経営
企画部門が、総合的に助言・指導を行う。

ハ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社は、取締役会で承認されたオルガノグループの中期経営計画及び単年度の利益計画に
基づいて全社的な目標を設定し、グループ連絡会において、各グループ会社社長に事業の
進捗報告を行わせることにより、諸計画の適切な実行を確保する。
・当社は、間接業務の提供・共有化、資金調達・運用の最適化など、グループ会社の業務を
効率化する体制を構築する。
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ニ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
・当社は、オルガノグループ企業行動指針をグループ会社の役員及び従業員全てが遵守すべ
き基本的な行動指針として規定し、周知徹底を図る。
・当社は、必要に応じて、グループ会社の役員及び従業員に対してもコンプライアンス研修
を行う。
・当社の内部監査部門は、グループ会社の業務執行及びコンプライアンスの活動状況に関し
て、監査を実施する。
・当社の内部通報制度については、グループ会社の役員及び従業員も利用可能とする。

ホ その他の当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する
ための体制
・連結財務諸表に係る内部統制の観点から、グループ会社における決算・財務報告プロセス
の整備・運用については当社内部統制部門及び経理部門が協力する。
・当社は、親会社である東ソー株式会社から事業活動や経営判断において一定の独立性を確
保するとともに、同社との定例会議等を通じて適正な連携を図る。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項
・当社は、監査役会事務局を設置し、監査役の職務を補助する従業員を配置する。
・監査役の職務を補助する従業員の人事考課については、監査役がこれを行い、当該従業員
の人事異動その他人事に関する事項の取扱いについては、監査役会の事前同意を得たうえ
で行う。
・監査役の職務を補助する従業員は、業務執行者の指揮命令を受けないものとし、監査役か
らの直接の指揮命令に従う。

⑦ 当社及び子会社の取締役等及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制並びに報告を
した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体
制
・当社及びグループ会社の取締役及び従業員並びにグループ会社の監査役は、当社の監査役
から報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。
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・当社及びグループ会社の取締役及び従業員並びにグループ会社の監査役は、当社またはグ
ループ会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに当社の監査
役に報告を行う。
・監査役は、取締役会、グループ連絡会等の重要な会議に出席し、必要に応じて当社及びグ
ループ会社の取締役及び従業員に説明を求める。
・内部通報制度の窓口である法務部門及び外部の弁護士は、当社及びグループ会社の取締役
及び従業員から受け付けた内部通報情報について、内部通報規程に従い当社の監査役に報
告を行う。
・当社監査役を内部通報制度の窓口の一つとする。
・当社は、当社の監査役に報告を行った、または内部通報規程に基づき通報を行った当社及
びグループ会社の取締役及び従業員が、当該報告、通報を行ったことを理由として不利な
取扱いを受けないことを確保する。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・代表取締役は、経営全般に亘る事項について、監査役との間で定期的な意見交換を行う。
・監査役は、会計監査人、内部監査部門及びグループ会社の監査役からの報告を受け、相互
連携を図り、必要に応じて弁護士等への相談を行う。
・監査役の職務の執行に当たり発生する費用については、当該費用が監査役の職務の執行に
必要でないと認められた場合を除き、当社が負担する。
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内部統制システムの運用状況

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は上記に掲げた内部統制システムの整備をしておりますが、その基本方針に基づき、以下
の具体的な取組みを行っております。

　当社は遵守すべき法令、社内ルールの周知・徹底を図るため、計画的にコンプライアンスの推
進に取り組んでいます。具体的には、入社社員に対してオルガノグループ企業行動指針カードを
配布し教育を実施するとともに、ハラスメント防止、企業倫理・コンプライアンス教育（ｅラー
ニング）を行うほか、階層別の特許・法務教育プログラム、契約に関する研修を実施するなどコ
ンプライアンス意識の醸成を図っております。
　また、当社は、取締役及び監査役に対して、外部講師による役員研修の開催や外部機関の研修
を斡旋し、取締役及び監査役は適宜受講いたしました。
　当社は、当社及びグループ会社が被る損失又は不利益を最小限とするため、ＢＣＰ（事業継続
計画）を整備しております。危機管理基本規程及びＢＣＰに基づき設置された新型コロナウイル
ス感染症対策本部は、情報収集・発信並びに在宅勤務環境整備等対応策の立案・実施指示等円滑
な事業継続を主導し、人的・経済的影響を最小限に留めました。
　当社は、グループ全体のリスクマネジメントの実効性の確保・向上のため、そのプロセスのＰ
ＤＣＡサイクルを構築しております。経営計画・戦略の遂行にあたり、各部署・各グループ会社
から抽出されたリスクについて、当社取締役会で当社グループの主要なリスクを特定しておりま
す。その主要なリスク対応を主導する主管部署において策定したリスク管理計画に基づき各部署
がリスク対応を進めています。リスク管理計画の進捗状況について内部監査部門が評価を行うと
ともに、取締役会においてモニタリングを実施し、計画の改善を指示するなど、リスク管理状況
の監督を行っております。
　当社は、当事業年度においては取締役会を14回、重要な経営課題について審議する経営会議
を21回開催するなど、取締役の業務執行の適正性の確保と効率化に努めました。また、月次事
業報告会を12回（うち、グループ連絡会４回）開催し、各部門長等に事業の状況報告を行わ
せ、中期経営計画及び当事業年度の利益計画に基づく目標に対する進捗確認を行いました。
　当社監査役は、取締役会、経営会議、月次事業報告会その他重要な会議への出席及び法務特許
部、経営企画部、経理部、監査室等の内部統制に係る部門からの定例報告を通じて、当社の内部
統制の整備、運用状況の確認を行うとともに、会計監査人とは、適宜情報・意見交換を行い監査
の効率性と実効性の向上を図っております。また、2022年９月及び2023年３月に代表取締役
と監査役との間で、経営全般に亘る意見交換を行い、監査の実効性の確保に努めました。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書

( 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで )

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 8,225 7,508 59,619 △734 74,617
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △2,347 － △2,347
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － 11,730 － 11,730

自 己 株 式 の 取 得 － － － △4 △4
自 己 株 式 の 処 分 － 0 － 125 125
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － 0 9,383 121 9,505
当 期 末 残 高 8,225 7,508 69,002 △613 84,123

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 434 △0 575 208 1,218 168 76,004
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － － △2,347
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － － － － － 11,730

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － △4
自 己 株 式 の 処 分 － － － － － － 125
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 104 △2 616 109 828 32 861

当 期 変 動 額 合 計 104 △2 616 109 828 32 10,366
当 期 末 残 高 539 △2 1,191 317 2,047 201 86,371
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連結注記表

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社２社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上
高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結
の範囲から除外しております。

・持分法を適用していない非
連結子会社及び関連会社の
数

２社

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 11社
・主要な連結子会社の名称 オルガノプラントサービス株式会社

オルガノフードテック株式会社
オルガノ・テクノロジー有限公司

②　非連結子会社の状況
・非連結子会社の数 ２社
・主要な非連結子会社の名称 株式会社ホステック

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用関連会社の数 １社
・会社の名称 東北電機鉄工株式会社

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社の名称 株式会社ホステック
・持分法を適用しない理由 持分法を適用していない非連結子会社２社は、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象か
ら除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として
も重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、海外子会社７社の決算日は12月31日であります。
　連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引
については、連結上必要な調整を行っております。

－ 7 －



2023/05/26 19:18:41 / 22945780_オルガノ株式会社_招集通知

連結注記表

市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

通常の販売目的で保有す
る棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によってお
ります。

（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法によっております。

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（主に５年）に基づく定額法によっております。

所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引に係
るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま
す。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ．デリバティブ 時価法
ハ．棚卸資産

商品・製品・原材料 主として移動平均法
仕掛品 個別法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産 主として定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物…３年～50年
機械装置及び運搬具…４年～17年

ロ．無形固定資産 定額法によっております。

ハ．リース資産

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

よる計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案して計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担
分を計上しております。

ハ．製品保証引当金 完了した請負工事に係る瑕疵担保等に備えるため、主に過去２年間の実
績を基礎に、将来の保証見込額を加味して計上しております。また、個
別に見積可能なものについては、その見積額を計上しております。
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ロ. ファイナンス・リース取
引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

ニ．工事損失引当金 未引渡工事の損失に備えるため、連結会計年度末時点で損失の発生する
可能性が高いと見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可
能な工事について、翌連結会計年度以降の損失見込額を計上しておりま
す。

ホ．役員株式給付引当金 株式交付規程に基づく取締役及び執行役員への当社株式の交付等に備え
るため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額を計上してお
ります。

④　収益及び費用の計上基準
イ．顧客との契約から生じる収益

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する事業における主な履行義務の内容及び当
該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

ⅰ　水処理エンジニアリング事業
　水処理エンジニアリング事業では、主に水処理プラントの建設工事、既存設備の改造工事、メ
ンテナンスや運転管理などの各種水処理サービス等の提供を行っております。これらの取引にお
いては、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基
づき収益を認識しております。設備の建設や改造など工事契約の進捗度の測定は、各報告期間の
期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行ってお
ります。また、設備のメンテナンスや運転管理など、年間又は複数年にわたる期間で契約する水
処理サービス取引の進捗度の測定は、期間の経過及び達成した成果の評価に基づいて行っており
ます。なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用
を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。

ⅱ　機能商品事業
　機能商品事業においては、主に水処理薬品、標準型水処理機器・フィルタ、食品素材・食品添
加剤の製造及び販売を行っております。これらの販売取引については、顧客に商品及び製品それ
ぞれを引き渡した時点で収益を認識しております。ただし、国内における販売においては当該商
品及び製品の出荷時点で収益を認識しております。なお、商品の販売取引のうち、当社及び連結
子会社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する商品と交換に受け
取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を

満たしている為替予約取引については振当処理に、特例処理の要件を満
たしている金利スワップ取引については、特例処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引、金利スワップ取引
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等、借入金
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退職給付に係る負債の計
上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年
度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額
を計上しております。
なお、年金資産の額が退職給付債務の額を超過している場合は、退職給
付に係る資産に計上しております。
過去勤務費用は、その発生時に一括処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして
おります。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部に
おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上して
おります。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連
結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準に
よっております。

ハ．ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する権限等を定めたデリバティブ取引管理細則に
基づき、ヘッジ対象に係る為替相場変動リスク及び市場金利変動リスク
を一定の範囲内でヘッジしております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段
のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動を四半期ごとに比較し、
両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。
ただし、特例処理によっている金利スワップ取引については、有効性の
評価を省略しております。

⑥　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

－ 10 －
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 23,341百万円
⑵　偶発債務

従業員の銀行借入金に対する保証債務 0百万円

２．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当
連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連結計算
書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下の通りです。

（水処理エンジニアリング事業に係る一定期間にわたり収益を認識する取引の収益計上）
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　連結損益計算書のうち、水処理エンジニアリング事業において、一定の期間にわたり充足される履行義務
についての収益を当連結会計年度に96,380百万円計上しております。これには、メンテナンスや運転管理
などの各種水処理サービス契約及び原価回収基準によっている工事契約が含まれており、これらを除いた収
益は67,959百万円であります。

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社及び連結子会社は、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財
又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しております
が、工事収益総額、工事原価総額及び連結会計年度末における進捗度を合理的に見積り、収益を計上してお
ります。
　当該収益計上の基礎となる工事原価総額は、契約ごとの予想原価として見積もっておりますが、工事契約
の着手後に判明する事実による作業工数の増加、現場の状況の変化によって作業内容などが変更される可能
性があります。特に大規模工事では完成までの期間が長期化するため、完工に必要となる作業内容及び工数
の見積りに高い不確実性が伴います。
　具体的には、工事契約の完工に必要となる作業内容の特定及びその原価の見積り、工事着手後の状況の変
化による作業内容の変更についての適時・適切な予想原価への反映が、連結会計年度末における工事原価総
額の見積りに重要な影響を及ぼすことになります。

3．連結貸借対照表に関する注記
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株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 11,589千株 34,769千株 － 千株 46,359千株

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 135千株 353千株 17千株 470千株

・配当金の総額 1,012百万円
・１株当たり配当額 88円
・基準日 2022年３月31日
・効力発生日 2022年６月30日

・配当金の総額 1,334百万円
・１株当たり配当額 116円
・基準日 2022年９月30日
・効力発生日 2022年12月5日

4．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

（注）当社は、2022年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行ったため、発行済株式の
　　　総数が34,769千株増加しております。

⑵　自己株式の数に関する事項

（注）１. 当社は、2022年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。
２. 自己株式の株式数の増加353千株は、株式分割による増加352千株及び単元未満株式の買取による増

加０千株によるものであります。
３. 自己株式の株式数の減少17千株は、役員向け株式交付信託が保有する当社株式の交付等による減少

17千株及び単元未満株式の売渡による減少０千株によるものであります。
４. 当連結会計年度末の自己株式数には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式133千株が含まれて

おります。
⑶　剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等
イ．2022年６月29日開催の第77回定時株主総会決議による配当に関する事項

（注）配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金4百万円が含まれて
おります。

ロ．2022年10月31日開催の取締役会決議による配当に関する事項

（注）１. 配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金3百万円が含ま
れております。

　　　２. １株当たり配当額については、基準日が2022年９月30日であるため、2022年10月1日付の株
式分割前の金額を記載しております。
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・配当金の総額 1,518百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 33円
・基準日 2023年３月31日
・効力発生日 2023年６月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2023年６月29日開催予定の第78回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

（注）配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金4百万円が含まれて
おります。
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5．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画等に応じた長期的な資金及び短期的な運転資金を銀行借入により調達し
ております。
　また、デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない
方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形、売掛金、電子記録債権、リース投資資産は、顧客の信用リスクに晒されてお
ります。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されてお
りますが、必要に応じて先物為替予約を利用してヘッジしております。
　投資有価証券は、主に取引先企業との連携強化又は純投資等を目的として保有する株式であり、市場価
格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、ほとんど１年以内の支払期日であります。ま
た、その一部には、輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、必要に
応じて先物為替予約を利用してヘッジしております。
　借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたもの及び短期的な運転資金であります。この
うち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワ
ップ取引）を利用してヘッジしております。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先
物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であ
ります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等
については、前述の「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(4)　会
計方針に関する事項　⑤　重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、内部規程に従い、営業債権について各事業部における営業部門が取引先の状況を定期的にモ
ニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念
の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の規程に準じて、同様の管理を行っ
ております。
　デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関とのみ
取引を行っております。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
① 売掛金 39,470 39,470 △0
② リース投資資産 9,853 10,547 693
③ 投資有価証券 1,045 1,045 －

資産計 50,370 51,063 693
① 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） 5,595 5,565 △29

負債計 5,595 5,565 △29
デリバティブ取引（＊） （2） （2） －

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、外貨建ての営業債権債務について、取引ごとに把握された為替の変動リスクに対し
て、必要に応じて先物為替予約を利用してヘッジしております。
　また、当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を
利用しております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満期
保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直
しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限等を定めたデリバティブ取引管理細則に従い、
担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部門からの報告に基づき経理担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとと
もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。

⑤　信用リスクの集中
　当期の連結決算日現在における営業債権のうち32.6％が上位３社に対するものであります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（（注）をご参照ください。）。ま
た、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電子記録債務、短
期借入金については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しておりま
す。

（単位：百万円）

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目
については（　）で示しております。
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区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
非 上 場 株 式 1,384

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券

株式 1,045 － － 1,045
資産計 1,045 － － 1,045

デリバティブ取引
通貨関連 － 2 － 2

負債計 － 2 － 2

（注）市場価格のない株式等
（単位：百万円）

これらについては、「③投資有価証券」には含めておりません。

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該
時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の
算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

－ 16 －



2023/05/26 19:18:41 / 22945780_オルガノ株式会社_招集通知

連結注記表

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

売掛金 － 39,470 － 39,470
リース投資資産 － 10,547 － 10,547

資産計 － 50,018 － 50,018
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） － 5,565 － 5,565

負債計 － 5,565 － 5,565

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。
デリバティブ取引
　為替予約の時価は、為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算定して
おり、レベル２の時価に分類しております。
売掛金
　売掛金の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスク
を加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
リース投資資産
　リース投資資産の時価は、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定される利
率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率を基に、
割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。なお、変動金利による長
期借入金のうち、金利スワップの特例処理の対象とされているものについては、当該金利スワップと
一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる
利率を基に、割引現在価値法により時価を算定しております。
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報告セグメント
合計水 処 理 エ ン ジ

ニアリング事業 機能商品事業 計

日本 59,825 19,535 79,360 79,360
台湾 23,264 239 23,504 23,504
中国 11,277 413 11,691 11,691
東南アジア 9,634 583 10,217 10,217
その他 4,163 53 4,216 4,216
顧客との契約から生じる収益 108,165 20,824 128,989 128,989
その他の収益 3,436 － 3,436 3,436
外部顧客への売上高 111,601 20,824 132,426 132,426

6．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
①　水処理エンジニアリング事業

　水処理エンジニアリング事業では、主に日本及び海外の各地域の顧客に対して水処理プラントの建設工
事、既存設備の改造工事、メンテナンスや運転管理などの各種水処理サービス等の提供を行っておりま
す。これらの取引について、変動対価の金額に重要性はありません。
　履行義務の充足時点については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断しております。これ
は、工事契約については、その多くの取引が顧客の仕様に基づいた設備を顧客の敷地内で建設するもので
あり、以下のいずれかに該当するためであります。

イ．義務を履行するにつれて、新たな資産又は資産の増価が生じ、顧客が当該資産又は資産の増価を支
配する。

ロ．義務を履行することにより、別の用途に転用できない資産が生じ、かつ、義務の履行を完了した部
分について、対価を収受する強制力のある権利を有している。

　また、メンテナンス等のサービス提供については、当社及び連結子会社が義務を履行するにつれて顧客
が便益を享受することができるため、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断しております。
　工事契約の進捗度の測定は、工事原価の発生度合に応じて工事が進捗していくと考えられるため、各報
告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行ってお
ります。また、年間又は複数年にわたる期間で契約する水処理サービス取引の進捗度の測定は、各期間の
対価と役務提供項目が予め契約で明確に定められており、かつ、当該期間ごとに顧客が検収しているた
め、期間の経過及び達成した成果の評価に基づいて行っております。なお、履行義務の充足に係る進捗度
を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準
にて収益を認識しております。
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　対価は契約条件に従い、概ね履行義務の進捗に応じて段階的に受領するとともに、残額については履行
義務をすべて充足したのち概ね1年以内に受領しております。 なお、重要な金融要素は含んでおりませ
ん。
　工事及びメンテナンス等の契約において、引渡し後、主として２年以内に判明した瑕疵に対して無償で
修理又は交換を行う製品保証義務を有しております。当該保証義務は、製品が顧客との契約に定められた
仕様に従って意図したとおりに機能するという保証を顧客に提供するものであるため、製品保証引当金と
して認識しております。

②　機能商品事業
　機能商品事業においては、主に日本及び海外の各地域の顧客に対して水処理薬品、標準型水処理機器・
フィルタ、食品素材・食品添加剤の製造及び販売を行っております。これらの取引について、変動対価の
金額に重要性はありません。
　履行義務の充足時点については、顧客に商品及び製品それぞれを引き渡した時点としておりますが、こ
れは、当該時点が商品及び製品の法的所有権、物理的占有、製品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値
が顧客に移転し、顧客から取引対価の支払いを受ける権利を得ていると判断できるためであります。ただ
し、国内における販売においては当該商品及び製品の出荷時点で収益を認識しております。
　なお、商品の販売取引のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、他
の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として
認識しております。
　対価は引渡し後、概ね４ヵ月以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。
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2023/05/26 19:18:41 / 22945780_オルガノ株式会社_招集通知

連結注記表

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 27,835

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 42,033

契約資産（期首残高） 25,584

契約資産（期末残高） 32,359

契約負債（期首残高） 1,820

契約負債（期末残高） 3,007

⑶　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時
期に関する情報
①　契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）

　契約資産は、主に水処理プラントの建設工事や既存設備の改造工事、メンテナンス等について連結会計
年度の末日時点での進捗度に基づいて測定した履行義務の充足部分と交換に受け取る対価に対する権利の
うち、債権を除いたものであります。 契約資産は、対価に対する当社及び連結子会社の権利が無条件に
なった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。
　契約負債は、主に顧客からの前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩さ
れます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、1,654百万
円であります。
　過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益の額に重要
性はありません。

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、
当初に予想される契約期間が1年以内の契約及び予め契約で定められた役務提供項目の実施に基づき固定
額を請求する年間又は複数年契約の水処理サービス取引に係る履行義務について注記の対象に含めており
ません。未充足（又は部分的に未充足）の履行義務は、当連結会計年度末において90,607百万円であり
ます。当該履行義務は、水処理エンジニアリング事業における水処理プラントの建設工事、既存設備の改
造工事、メンテナンス等に関するものであり、期末日後１年以内に約64％、残り約36％のうち、約35%
がその後２年以内に、約1％がそれ以降に収益として認識されると見込んでおります。
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１株当たり純資産額 1,877円80銭
１株当たり当期純利益 255円77銭

8．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

7．１株当たり情報に関する注記

（注）１. 当社は、2022年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。
当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しておりま
す。

２. 役員向け株式交付信託が保有する当社普通株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総
数から控除する自己株式に含めております（当連結会計年度末133千株）。

３. 役員向け株式交付信託が保有する当社普通株式を、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数
の計算において控除する自己株式に含めております（当連結会計年度158千株）。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書

( 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで )

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金 利益準備金 そ の 他
利益剰余金

当 期 首 残 高 8,225 7,508 0 832 46,159 △734 61,990

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △2,347 － △2,347

当 期 純 利 益 － － － － 8,593 － 8,593
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立 － － － － － － －
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 － － － － － － －
固定資産圧縮特別勘定
積 立 金 の 取 崩 － － － － － － －

別途積立金の積立 － － － － － － －
自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △4 △4
自 己 株 式 の 処 分 － － 0 － － 125 125
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 0 － 6,246 121 6,367

当 期 末 残 高 8,225 7,508 0 832 52,405 △613 68,358
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（単位：百万円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等 純 資 産 合 計その他有価証券評価差額金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 370 － 370 62,361
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － △2,347
当 期 純 利 益 － － － 8,593
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立 － － － －
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 － － － －
固定資産圧縮特別勘定
積 立 金 の 取 崩 － － － －
別途積立金の積立 － － － －
自 己 株 式 の 取 得 － － － △4
自 己 株 式 の 処 分 － － － 125
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 96 △2 94 94

当 期 変 動 額 合 計 96 △2 94 6,462
当 期 末 残 高 467 △2 465 68,824

（単位：百万円）

配 当引 当
積 立 金

研 究開 発
積 立 金

固定資産圧縮
積 立 金

固定資産圧縮
特 別勘 定
積 立 金

別 途
積 立 金

繰 越利 益
剰 余 金 合 計

当 期 首 残 高 140 90 30 494 30,065 15,338 46,159
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △2,347 △2,347
当 期 純 利 益 － － － － － 8,593 8,593
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立 － － 477 － － △477 －
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 － － △13 － － 13 －
固定資産圧縮特別勘定
積 立 金 の 取 崩 － － － △477 － 477 －
別途積立金の積立 － － － － 5,000 △5,000 －
自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － －
自 己 株 式 の 処 分 － － － － － － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 464 △477 5,000 1,259 6,246
当 期 末 残 高 140 90 494 17 35,065 16,597 52,405

（その他利益剰余金の内訳）
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子会社株式及び関連会社
株式

移動平均法による原価法

市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

通常の販売目的で保有す
る棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によってお
ります。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。

個別注記表
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
②　デリバティブ 時価法
③　棚卸資産

商品・製品・原材料 移動平均法
仕掛品 個別法
貯蔵品 最終仕入原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物・構築物…３年～50年
機械及び装置・車両運搬具…4年～17年
工具、器具及び備品…２年～20年

②　無形固定資産 定額法によっております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

よる計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案して計上しております。

②　賞与引当金 従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を
計上しております。

③　製品保証引当金 完了した請負工事に係る瑕疵担保等に備えるため、過去２年間の実績を
基礎に、将来の保証見込額を加味して計上しております。また、個別に
見積可能なものについては、その見積額を計上しております。

－ 24 －
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② ファイナンス・リース取引
に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

④　工事損失引当金 未引渡工事の損失に備えるため、事業年度末時点で損失の発生する可能
性が高いと見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能な
工事について、翌事業年度以降の損失見込額を計上しております。

⑤　役員株式給付引当金 株式交付規程に基づく取締役及び執行役員への当社株式の交付等に備え
るため、当事業年度末における株式給付債務の見込額を計上しておりま
す。

⑥　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認
められる額を計上しております。
なお、年金資産の額が退職給付債務に未認識数理計算上の差異を加減し
た額を超える場合は、前払年金費用に計上しております。
過去勤務費用は、その発生時に一括処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により、それぞれ発生
の翌事業年度から費用処理することとしております。

⑷　収益及び費用の計上基準
①　顧客との契約から生じる収益
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充
足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
イ．水処理エンジニアリング事業
　水処理エンジニアリング事業では、主に水処理プラントの建設工事、既存設備の改造工事、メン
テナンスや運転管理などの各種水処理サービス等の提供を行っております。これらの取引において
は、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収
益を認識しております。設備の建設や改造など工事契約の進捗度の測定は、各報告期間の期末日ま
でに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。ま
た、設備のメンテナンスや運転管理など、年間又は複数年にわたる期間で契約する水処理サービス
取引の進捗度の測定は、期間の経過及び達成した成果の評価に基づいて行っております。なお、履
行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが
見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。

ロ．機能商品事業
　機能商品事業においては、主に水処理薬品、標準型水処理機器・フィルタ、食品素材・食品添加
剤の製造及び販売を行っております。これらの販売取引については、顧客に商品及び製品それぞれ
を引き渡した時点で収益を認識しております。ただし、国内における販売においては当該商品及び
製品の出荷時点で収益を認識しております。なお、商品の販売取引のうち、当社が代理人に該当す
ると判断したものについては、他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者
に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。

－ 25 －
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⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を

満たしている為替予約取引については振当処理に、特例処理の要件を満
たしている金利スワップ取引については、特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引、金利スワップ取引
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等、借入金

③　ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する権限等を定めたデリバティブ取引管理細則に
基づき、ヘッジ対象に係る為替相場変動リスク及び市場金利変動リスク
を一定の範囲内でヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段
のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動を四半期ごとに比較し、
両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。
ただし、特例処理によっている金利スワップ取引については、有効性の
評価を省略しております。

⑹　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算

書類における会計処理と異なっております。

2．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当事業
年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及
ぼすリスクがある項目は以下の通りです。

（水処理エンジニアリング事業に係る一定期間にわたり収益を認識する取引の収益計上）
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額
　損益計算書のうち、水処理エンジニアリング事業において、一定の期間にわたり充足される履行義務につ
いての収益を当事業年度に46,228百万円計上しております。これには、メンテナンスや運転管理などの各
種水処理サービス契約及び原価回収基準によっている工事契約が含まれており、これらを除いた収益は
26,417百万円であります。

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表「２．会計上の見積りに関する注記(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関
する情報」に記載した内容と同一であります。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 22,029百万円

従業員の銀行借入金に対する保証債務 0百万円
銀行借入金に対する連帯保証
オルガノ（蘇州）水処理有限公司 2,545百万円
オルガノ・テクノロジー有限公司 3,197百万円
契約履行保証
オルガノ（アジア）SDN.BHD. 816百万円
オルガノ（蘇州）水処理有限公司 3,141百万円
オルガノ・テクノロジー有限公司 23百万円
オルガノ（ベトナム）CO.,LTD. 464百万円

短期金銭債権 7,407百万円
短期金銭債務 6,539百万円
長期金銭債務 77百万円

関係会社との取引高
営業取引（収入分） 6,467百万円
営業取引（支出分） 19,649百万円
営業取引以外の取引高（収入分） 2,075百万円
営業取引以外の取引高（支出分） 8百万円

3．貸借対照表に関する注記

⑵　偶発債務

⑶　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

4．損益計算書に関する注記

－ 27 －
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株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首
の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
の 株 式 数

普 通 株 式 135千株 353千株 17千株 470千株

繰延税金資産
賞与引当金 341百万円
未払事業税 126百万円
退職給付引当金 1,659百万円
製品保証引当金 141百万円
工事損失引当金 164百万円
役員株式給付引当金 32百万円
試験研究用設備 63百万円
貸倒引当金 58百万円
施設利用権評価損 59百万円
関係会社株式評価損 308百万円
その他 450百万円
繰延税金資産小計 3,406百万円
評価性引当額 △364百万円
繰延税金資産合計 3,041百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △206百万円
前払年金費用 △141百万円
固定資産圧縮積立金 △218百万円
固定資産圧縮特別勘定積立金 △7百万円
繰延税金負債合計 △573百万円
繰延税金資産純額 2,468百万円

5．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

（注）１. 当社は、2022年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。
２. 自己株式の株式数の増加353千株は、株式分割による増加352千株及び単元未満株式の買取による増

加０千株によるものであります。
３. 自己株式の株式数の減少17千株は、役員向け株式交付信託が保有する当社株式の交付等による減少
17千株及び単元未満株式の売渡による減少0千株によるものであります。

４. 当事業年度末の自己株式数には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式133千株が含まれており
ます。

6．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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会社の名称 所在地 資本金 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

オ ル ガ ノ
プ ラ ン ト
サービス㈱

東京都
文京区 93百万円 直接100.0％

各種水処理装置の
据付工事及び
管理業務の発注
役員の派遣

各種水処理装置の
据付工事及び
管理業務の発注

6,623百万円 買掛金 1,480百万円

オ ル ガ ノ
エ コ テ ク ノ ㈱

東京都
江東区 50百万円 直接100.0％

各種水処理装置及
び付帯工事の発注
役員の派遣

各種水処理装置及
び付帯工事の発注 6,654百万円 買掛金 3,300百万円

オ ル ガ ノ
（ 蘇 州 ）
水 処 理
有 限 公 司

中国
江蘇省

5,000千
米ドル 直接100.0％

各種水処理装置及
び関連薬品の販売
役員の派遣

債務保証 5,687百万円 － －

オ ル ガ ノ ・
テ ク ノ ロ ジ ー
有 限 公 司

台湾
新竹市

30,000千
台湾ドル 直接100.0％

各種水処理装置及
び関連薬品の販売
役員の派遣

各種水処理装置及
び関連薬品の販売 3,079百万円

売掛金 3,691百万円

契約
資産 2,317百万円

貸付金の回収 2,069百万円 短期
貸付金 －

債務保証 3,220百万円 － －

7．関連当事者との取引に関する注記
子会社

（注）１. 取引条件及び取引条件の決定方針等については、市場価格等を勘案して一般取引条件と同様に決定し
ております。

２. 資金の貸付に関する金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
３. 債務保証は、金融機関からの借入金等に対して保証したものであり、保証料は受け取っておりませ

ん。

8．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表「6．収益認識に関する注記(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報」
に記載した内容と同一であります。
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１株当たり純資産額 1,499円80銭
１株当たり当期純利益 187円36銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

9．１株当たり情報に関する注記

（注）１. 当社は2022年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。
　　　　　当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

２. 役員向け株式交付信託が保有する当社普通株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総
数から控除する自己株式に含めております（当事業年度末133千株）

３. 役員向け株式交付信託が保有する当社普通株式を、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数
の計算において控除する自己株式に含めております（当事業年度158千株）。

記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 30 －


